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東日本大震災による行方不明者に係る死亡届の取扱いについて 

 

 

 東日本大震災による被災により、多くの方が行方不明となっており、これら

の行方不明者に係る死亡届について、届出人の負担軽減を図るとともに、届出

に係る事務処理を円滑に行う必要があることから、法務省より別添の「東日本

大震災により死亡した死体未発見者に係る死亡届の取扱いについて」（平成23年

６月７日付け法務省民一第1364号）が発出されたところです。 

当該通知に基づき、市区町村長は死亡届に最低限必要な「届出人の申述書」

が添付されている場合には、当該死亡届を受理できることとされており、この

場合には、民法（明治29年法律第89号）第30条第２項（特別失踪）に基づく失

踪宣告を待たず、当該者の住民票の消除が行われ、併せて、国民健康保険及び

後期高齢者医療の被保険者資格も喪失されることとなります。 

このため、当該通知の内容について御了知の上、被保険者資格の喪失、葬祭

費の支給等の事務処理に遺漏なきよう、よろしくお取り計らい願います。 



法務省民一第１３６４号

平 成 ２ ３ 年 ６ 月 ７ 日

法 務 局 民 事 行 政 部 長 殿

地 方 法 務 局 長 殿

法務省民事局民事第一課長

東日本大震災により死亡した死体未発見者に係る死亡届の取扱いについて

（通知）

標記の大震災により死亡したと認められるとして，今後，死体未発見の行方不

明者を事件本人とする死亡届が大量にされることが見込まれるところ，届出人の

負担軽減を図るとともに，届出に係る事務処理を円滑に行う必要があることから，

死体未発見者に係る死亡届については，下記のとおり取り扱うこととしますので，

貴管下支局長及び管内市区町村長に周知方取り計らい願います。

記

１ 戸籍法第８６条第３項の「死亡の事実を証すべき書面」について

死亡届には，診断書又は検案書（以下「診断書等」という。）を添付しなけ

ればならないが，「やむを得ない事由」によって診断書等を得ることができな

いときは，診断書等に代えて「死亡の事実を証すべき書面」を添付することが

できる（戸籍法第８６条第３項）。

「死亡の事実を証すべき書面」とは，特定人が死亡した事実を認定するに足

る資料であることが必要であり，死亡現認書等が，これに当たるとされている

（昭和２４年３月２５日付け民事甲第６５４号通達，同年６月９日付け民事甲

第１３０９号通達）。

２ 東日本大震災により死亡したと認められるとして死体未発見者を事件本人と
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する死亡届に添付すべき「死亡の事実を証すべき書面」について

(1) 東日本大震災においては，死体が発見されないものの，被災の状況から死

亡したと認められるとして，死体未発見者を事件本人とする死亡届（以下「本

件死亡届」という。）がされることが考えられる。

その場合に，本件死亡届に添付する「死亡の事実を証すべき書面」として

は，次に掲げるものが考えられる。

① 届出人の申述書

② 事件本人の被災の状況を現認した者，事件本人の被災直前の状況を目撃

した者等の申述書

③ 事件本人が東日本大震災の発生時に被災地域にいたことを強く推測させ

る客観的資料（在勤を証明する資料，在学を証明する資料等）

④ 事件本人の行方が判明していない旨の公的機関の証明書又は報告書

⑤ その他参考となる書面（新聞等の報道資料，僧侶等の葬儀執行証明書等）

(2) 本件死亡届には，上記(1)の①に掲げる書面が添付されていることが最低

限必要であり，同書面に加えて，上記(1)の②及び③に掲げる書面が添付さ

れていることが望ましく，さらに，上記(1)の④及び⑤に掲げる書面も添付

されていれば，更に望ましい。

なお，上記(1)の①に掲げる書面については様式１，上記(1)の②に掲げる

書面については様式２の各用紙を用いて差し支えない。

また，様式１及び２の用紙については，市区町村の窓口に備え付ける等，

適宜の方法により届出人等に事前に配布するものとする。

３ 本件死亡届の取扱いについて

(1) 市区町村長は，本件死亡届に最低限必要な「届出人の申述書」が添付され

ている場合には，当該申述書に形式的な不備・記載漏れがないことを確認し

た上で，当該死亡届を「死亡の事実を証すべき書面」が添付されているもの

として取り扱い，受領して差し支えない。

(2) 市区町村長は，「死亡の事実を証すべき書面」が添付された死亡届につい

ては，管轄の法務局，地方法務局又はそれらの支局の長（以下「管轄法務局

長等」という。）に対し，当該死亡届の受理又は不受理につき照会すること

とされている（昭和２３年１２月１日付け民事甲第１９９８号民事局長回



答）。

しかし，本件死亡届については，市区町村長は，市区町村が把握している

情報（事件本人の被災前の生活状況，事件本人が被災したとされる地域の被

災状況，震災後の死者・行方不明者の捜索状況等）を踏まえて，当該死亡届

に添付された「死亡の事実を証すべき書面」から事件本人が死亡した事実を

認定することができると判断した場合には，管轄法務局長等に対して当該死

亡届の受理又は不受理につき照会することなく，受理して差し支えない。

(3) 市区町村長は，管轄法務局長等に対し，本件死亡届の受理又は不受理につ

き照会する場合には，可能であれば，その有する情報につき，様式３を用い，

情報提供するものとする。

(4) 管轄法務局長等は，本件死亡届の受理又は不受理につき照会を受けた場合

には，所要の調査を行った上で，市区町村長に対し，当該死亡届の受理又は

不受理につき指示するものとする。

４ 本件死亡届の記載について

(1) 本件死亡届の「死亡したとき」欄には，「平成２３年３月１１日午後不詳」

と記載するものとする。

(2) 本件死亡届の「死亡したところ」欄には，東日本大震災が発生した当時，

事件本人がいたと考えられる地がある最小行政区画を記載して差し支えな

い。



申 述 書

本人（死亡した人をいう。以下同じ。）は，平成２３年３月１１日に発生した東日本
大震災において被災し，既に死亡していることは間違いないと思われ，本人の死亡届を
受理していただきたく，以下のとおり申述いたします。

（申述人）
本籍

住所

氏名

生年月日 年 月 日生

本人との関係

連絡先

本籍
本

筆頭者氏名

住所(自宅)

氏名
人

生年月日 年 月 日生

問１ 本人は，東日本大震災が発生した当時，どこにいたと考えられますか。

答１ □ 自宅

□ 勤務先又は通学先 会社名又は学校名：

所在場所:
□ その他（場所： ）

申 問２ 答１のように考えるのは，なぜですか。

述 答２ □ 本人が答１の場所において被災したことを目撃したから。

日時：

内 場所：

状況：□ 本人が津波に流されるのを目撃した。

容 □ 津波が来る直前に本人を目撃した。

□ 津波が去った後，本人の（ ）を
発見した。

□ その他（ ）

□ 本人が答１の場所において被災したことを目撃した者がいるから。
目撃者氏名：

(連絡先)

□ 本人は，平日の１４時４６分頃には，通常，答１の場所におり，震災が
起きた３月１１日，本人が，休暇，出張等，答１の場所とは異なる場所に
いたと考えられる事情はないから。
□ その他の理由
（ ）

（様式1 届出人の申述書）



問３ 本人の生存を，いつ，どのような方法で，最後に確認しましたか。

答３（確認した日時： ）

（確認した方法： ）

問４ 東日本大震災前における日常の本人との連絡状況は，どうでしたか。

答４（ ）

※記載例（１日１回程度，電話又はメールで連絡）

問５ 東日本大震災以来，現在に至るまで，本人から連絡がありましたか。

答５ □ 途絶えている。

□ 連絡があった。

（最後に連絡があった日時： ）

申 問６ 本人からの連絡がない理由について，どのように考えますか。

述 答６ □ 東日本大震災の被災状況からすれば，本人の死亡以外の理由は考え
られない。

内 □ その他の理由

容

問７ 親族のうち，本人が死亡したものと納得していない人がいますか。

答７ □ いない。

□ いる。

氏名・本人との関係：

納得していない理由：

問８ その他，本件届出に関して，申し述べたい事項

答８

（様式1 届出人の申述書）



（様式1 届出人の申述書）

申述書の記載要領

１ この申述書は，本人１名ごとに作成してください。

２ 申述人の氏名欄は，申述人の方御本人に自署していただく必要

があります。

３ 問１から問８までの各質問に対応する答１から答８までについ

て，御回答ください。

４ 申述書の回答欄中 □ のある質問については，該当する事項の

□ 内に印を付けて御回答ください。

５ 申述書の回答欄中（ ）のある事項については，質問に対する

回答を適宜記載願います。

６ 答２については，複数，御回答いただいても構いません。

７ 答２において，「本人が答１の場所において被災したことを目

撃したから」に印を付けた場合，日時及び場所については，で

きる限り具体的に（例えば，「日時：当日（３月１１日）の午後

３時２０分頃，場所：職場（仙台水産（株））倉庫の前」等のよ

うに）記載願います。

８ 答８については，答１から答７までの内容以外で，参考となる

情報（例えば，東日本大震災発生当時，本人と同じ場所にいたほ

かの方の安否の状況等）を記載願います。



申 述 書

私は，本人（死亡した人をいう。以下同じ。）の被災した状況等につき，以下のとお
り申述いたします。

（申述人）
住所

氏名

生年月日 年 月 日生

連絡先

本籍
本

筆頭者氏名

住所

氏名
人

生年月日 年 月 日生

問１ あなたは，本人をよく知っていますか。

答１ □ よく知っている。 □ あまりよく知らない。

（あなたと本人との関係： ）

問２ あなたは，東日本大震災において，本人が被災した状況を，いつ，どこで，
申 目撃しましたか。また，その時に本人が被災した状況は，どのようなもので

したか。

述 答２ 日時：

場所：

状況：□ 本人が津波に流されるのを目撃した。

内 □ 津波が来る直前に本人を目撃した。

□ 津波が去った後，（ ）を発見した。

□ その他（ ）
容

問３ その他，本件に関して，申し述べたい事項

答３

（様式２ 被災の状況を現認した者等の申述書）



申述書の記載要領

１ この申述書は，本人１名ごとに作成してください。

２ 申述人の氏名欄は，申述人の方御本人に自署していただく必要

があります。

３ 問１から問３までの各質問に対応する答１から答３までについ

て，御回答ください。

４ 申述書の回答欄中 □ のある質問については，該当する事項の

□ 内に印を付けて御回答ください。

５ 申述書の回答欄中（ ）のある事項については，質問に対する

回答を適宜記載願います。

６ 答２については，複数，御回答いただいても構いません。

７ 答２の日時及び場所については，できる限り具体的に（例えば，

「日時：当日（３月１１日）の午後３時２０分頃，場所：職場

（仙台水産（株））倉庫の前」等のように）記載願います。

８ 答３については，答１及び答２の内容以外で，参考となる情報

（例えば，東日本大震災発生当時，本人と同じ場所にいたほかの

方の安否の状況等）を記載願います。

（様式２ 被災の状況を現認した者等の申述書）



情報提供書

本 籍
事

筆頭者氏名
件

住 所
本

氏 名
人

生 年 月 日 年 月 日生

① 事件本人が東日本大震災において被災したとされている場所は，実在するか。

□ 実在する □ 実在しない

情 ② 事件本人が被災した場所に居住，在勤又は在学していた事実を把握している
か。

□ 把握している（根拠資料： ）
報

□ 把握していない

提 ③ 事件本人は，東日本大震災後において行方不明者として把握されているか。

□ 把握されている □ 把握されていない
供

④ 事件本人について，合同慰霊祭等を実施しているか。

す □ 実施している（予定も含む。） □ 実施していない

⑤ 事件本人が死亡したものとして，公的な給付金が支給されているか。
べ

□ 支給されている □ 支給されていない

き ⑥ その他，参考となる事項

内

容

東日本大震災により死亡したと認められるとして，死体未発見者を事件本人とする死
亡届がされたので，その受理又は不受理につき照会をするに当たり，以上のとおり情報
提供する。

平成 年 月 日
○○市（町・村）○○課

（担当者氏名） 印

様式３（情報提供書）




